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13:15 ～ 13:20 事務連絡

13:20 ～ 13:30 情報提供

13:30 ～ 13:40 開会

13:40 ～ 13:55 実践発表Ⅰ

13:55 ～ 14:10 実践発表Ⅱ

14:10 ～ 14:25 実践発表Ⅲ

14:25 ～ 14:55 グループ討議

14:55 ～ 15:05 休憩

15:05 ～ 15:35 講演

15:35 ～ 16:35 ワークショップ 　　

16:35 ～ 16:40 閉会

16:40 ～ 17:00 事務連絡

【本年度事業の事務処理と来年度事業について】

・学校安全教室推進事業、地域ぐるみの学校安全体制の整備推進事業について

　総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課 安全教育推進室 交通安全・防犯教育係長　鈴木　拓人

・学校安全総合支援事業について

　総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課 安全教育推進室 防災教育係長　本田　秀一

事務連絡(都道府県・指定都市安全担当者対象）

令和２年度「学校安全総合支援事業」全国成果発表会　日程表

時　　間 学校安全総合支援事業全国成果発表会

ワークショップ【情報交換】

講  演

オンライン開催

オンライン開催に際しての注意・確認事項

国立研究開発法人防災科学技術研究所からの情報提供

【挨拶】
文部科学省総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課 安全教育推進室 室長　粟井　明彦
「自分を守る・地域を守る」学校安全総合支援事業～防災教育の取組について～

　　　宮崎県教育庁 人権同和教育課 生徒指導・安全担当　指導主事　下東　義忠　氏

「子どもたちの命を守る新たな学校防災体制の構築に向けて」

　　　宮城県教育庁 スポーツ健康課 学校安全体育班　指導主事　安田　弘秋　氏

「学校安全総合支援事業」～学校安全推進体制の構築～（京都市の取組について）

　　　京都市教育委員会 体育健康教育室　指導主事　別井　真一　氏

実践発表を聞いての感想交流・質疑応答など

【講演】

講　師： 公益財団法人日本AED財団 理事　桐淵　博　氏

演　題：「子どもたちの命を守るために― ASUKAモデルと学校安全の質の向上 ―」

【テーマ】　「学校安全の質の向上を目指して」
内　 容：各地域での取組を踏まえ、学校安全の質の向上に資する手立てを協議し、次年度の事業計画等に生かす。
助言者：公益財団法人日本AED財団 理事 桐淵　博　氏

【講評・挨拶】
　　文部科学省総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課 安全教育推進室 室長補佐　打田　剛
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令和２年度「学校安全総合支援事業」全国成果発表会開催要項 

 

１ 趣 旨  学校安全の推進体制の構築や実践的な学校安全の取組について、実践発表や

情報交換等を行い、本事業の成果を全国に普及するとともに、今後の取組の

充実に資する。 

 

２ 日 時  令和３年１月２９日（金） １３：１５～１７：００ 

 

３ 場 所  オンライン開催（Ｚｏｏｍ） 

（開催方法）   

 

４ 主 催  文部科学省 

 

５ 対 象  学校安全総合支援事業担当者及び受託地域関係者（実践校教職員、アドバイ

ザー等）並びに次年度受託予定地域関係者（実践予定校教職員、アドバイザ

ー等） 

都道府県・市区町村教育委員会の学校安全に関する指導担当者等 

 

６ 日 程  【別紙２】日程表を参照すること。 

・ワークショップについて 

各地域での取組における事例や課題等について、グループ討議をする場を

設けます。 
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【講演】 

公益財団法人日本ＡＥＤ財団 

理事 桐淵 博 氏 

＜演 題＞ 

「子どもたちの命を守るために」 

―ＡＳＵＫＡモデルと学校安全の質の向上― 
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【実践発表Ⅰ 宮崎県】 

「自分を守る・地域を守る」 

学校安全総合支援事業 

～防災教育の取組について～ 

宮崎県教育庁 人権同和教育課      

指導主事 下東 義忠 氏 
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「自分を守る・地域を守る」学校安全総合支援事業
～防災教育の取組について～

令和2年度「学校安全総合支援事業」全国成果発表会

宮崎県教育庁人権同和教育課

生徒指導・安全担当

1

宮崎県教育庁人権同和教育課

宮崎県の現状

2

宮崎県教育庁人権同和教育課

今後発生が危惧さ
れる南海トラフ巨大
地震等による津波
浸水想定地域内に
ある全ての県立学
校を推進校として指
定し、｢学校を中心
とした地域ぐるみの
防災｣について地域
や関係機関と連携
しながら取り組んで
いる。
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宮崎県の取組

宮崎県教育委員会

3

宮崎県教育庁人権同和教育課

「自分を守る・地域を守る」学校安全総合支援事業
○モデル地域：宮崎市佐土原地区（６校）
○拠 点 校：宮崎県立佐土原高等学校

宮崎市立久峰中学校

ひなたｾｰﾌﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｽｸｰﾙ（SPS)推進事業
○モデル地域：門川町（６校）
○拠 点 校：宮崎県門川高等学校

門川町立門川中学校
SPS認証を
目指す

次年度の
ＳＰＳ認証
申請推進校

昨年度の
学校安全総
合支援事業
拠点校

4

宮崎県教育庁人権同和教育課

宮崎市佐土原地区
拠点校
・県立佐土原高等学校
・宮崎市立久峰中学校

門川町
拠点校
・県立門川高等学校
・門川町立門川中学校
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「自分を守る・地域を守る」学校安全総合支援事業
〈※モデル地域の取組は省略〉

5

宮崎県教育庁人権同和教育課

○主な取組
（１）学校安全教育推進委員会の開催
（２）高校生防災・学校安全研修会の開催
（３）学校安全実践地域訪問
（４）安全教育推進リーダー研修会の開催

宮崎県の取組

6

宮崎県教育庁人権同和教育課

（１）学校安全教育推進委員会の開催
○年3回（7月、１０月、１月）開催
○学校アドバイザーによる指導・助言
・大学名誉教授 ・安全専門家（NPO)
・宮崎地方気象台 ・宮崎県警

○モデル地域の教育事務所及び教育委員会の指導主事、
拠点校の担当職員が出会
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7

宮崎県教育庁人権同和教育課

（2）高校生防災・学校安全研修会の開催
○７月下旬に１日間の開催
※県北・県央・県南の３会場で実施
○各学校の代表生徒３名と担当教職員１名が参加
※参加生徒は自校において研修成果を報告
☆R２年度は新型コロナ感染症の影響により中止
※各学校に研修課題を課し、レポートを提出。レポートは
県教育委員会で冊子にまとめ、各学校に配付。

昨年度の研修 昨年度の研修

8

宮崎県教育庁人権同和教育課

（３）学校安全実践地域訪問
○令和２年１１月４日（水）～６日（金）に実施
○宮城県気仙沼市、石巻市、多賀城市等を訪問
・気仙沼向洋高校訪問 ・気仙沼市伝承館訪問
・多賀城高校訪問 ・大川小学校訪問
☆R２年度は新型コロナ感染症の影響により代表生徒の訪問は中止

〈補足〉
○令和元年度は高知県と大阪府を訪問
・高知県高校生津波サミット参加 ・大方高校訪問（生徒交流）
・黒潮町訪問 ・大阪教育大学准教授による安全教育研修
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9

宮崎県教育庁人権同和教育課

（４）安全教育推進リーダー研修会の開催
○令和３年１月２２日（金）に開催（年１回開催）
○大阪教育大学 藤田大輔 教授による講義・演習
○安全教育推進校（拠点校）の県立佐土原高等学校による実践
発表

○県教育委員会による学校安全総合支援事業の周知

〈補足〉
○毎年５月に幼・小・中・高・特別支援学校の安全教育担当者を対
象にした「学校安全指導者研修会」を開催し、モデル地域の取組を
周知。（R2年度は新がコロナ感染症の影響により中止。紙面でモデ
ル地域の取組を周知）

昨年度の研修 昨年度の研修

ひなたｾｰﾌﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝｽｸｰﾙ(SPS)推進事業
〈※モデル地域の取組は省略〉

10

宮崎県教育庁人権同和教育課

○主な取組
（１）ＳＰＳ認証に向けた支援

（２）先進地視察

（３）宮崎県版「ひなたＳＰＳ」の取組に向けた支援

宮崎県の取組
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「SOSの出し方教
育」

○SOSの出し方教育推進校
（３校）

○ハンドブックの作成
○教職員にむけた
「いのち」の研修会

「ピア・サポート」

○ピア・サポート推進校
（７校×３年 計２１校）

○ピア・サポート研修会
（推進員の養成）

「チーム学校」

○セーフティ
プロモーションスクール
(SPS)*認証推進校
（２校×３年 計６校）

○学校安全
コーディネーター養成

ひなたセーフティプロモーションスクール推進事業

大学との連携

SPS* 日本セーフティプロモーションスクール協議会が認証する学校安全コーディネーターを軸に地域・関係機関が連携した学校安全の取組を行っている学校

全推進校連絡協議会

こころの教育 安全教育

３年後の事業効果
・県内すべての学校でハンドブックを活用した「こころの教育」を実施
・ピア・サポート推進員（３年間で90名養成）が地域の学校で「ピア・サポート研修会」を実施
・SPS認証校６校認定

12

宮崎県教育庁人権同和教育課

（１）ＳＰＳ認証に向けた支援
○拠点校（ＳＰＳ認証申請校）の担当教職員２名が
下記の研修を受講
・学校安全主任講習会（オンライン受講）
・学校安全コーディネーター養成研修（オンライン受講）

○大阪教育大学 藤田大輔 教授による実地指導・審査

令和３年２月８日 ＳＰＳ認証式（予定）
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13

宮崎県教育庁人権同和教育課

（２）先進地視察
○令和２年１２月２１日～２２日に高知県を訪問する
予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より中止。
※ＳＰＳ認証校及び認証申請校の小学校２校の訪問
を計画していた。

（３）宮崎県版「ひなたＳＰＳ」の取組に
向けた支援

○推進校(拠点校）は、学校安全委員会を設置し、市町
村、児童相談所等と連携し、学校安全教育を推進する。

○取組に「SOS出し方教育」と「ピア・サポート」を取り入れ、
「いのちを守る」教育を実践する。

14

宮崎県教育庁人権同和教育課

○ 新型コロナ感染症拡大の影響により、計画していた取組の中止や
変更があったが、学校安全アドバイザー等の指導・助言により、概ね
所期の目的を達成できた。
○ 学校安全総合支援事業に取り組んだモデル地域が、次のステップ
としてＳＰＳ認証を目指した取組を実践でき、これまで以上に地域
や関係機関等との連携が図れ、安全教育の充実につなげることがで
きた。

成果

今後の展望

○ 子どもたちの安全に関する意識の向上と自分の命を守る力の醸成
を目指し、学校のみならず、地域や関係機関等の地域資源を活用し
た安全教育の実践を図る。
○ ＳＰＳ認証に向けた取組を今後も継続するとともに全国のＳＰＳ
認証校や安全教育先進校等との交流を図る。
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【実践発表Ⅱ 宮城県】 

「子どもたちの命を守る 

新たな学校防災体制の構築に向けて」 

宮城県教育庁 スポーツ健康課 

指導主事  安田 弘秋  氏 
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https://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/824803.pdf
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【実践発表Ⅲ 京都市】 

「学校安全総合支援事業」 

～学校安全推進体制の構築～ 

（京都市の取組について） 

京都市教育委員会 体育健康教育室 

指導主事 別井 真一 氏 
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令和２年度

文部科学省指定

「学校安全総合支援事業」
～学校安全推進体制の構築～

（京都市の取組について）

京都市教育委員会

体育健康教育室

別井 真一

令和３年１月２９日（金）

地震による被害

１９９５年
阪神淡路大震災

２００４年
新潟中越地震

２０１１年
東日本大震災
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京都府の

断層

2019年6月
山形県沖で
発生した地震

2019年5月
千葉県南部で
発生した地震

6
強

5
弱

自然災害の
多い国日本

花折断層帯

日 曜日 発生時間 学年 時間帯 状況 ケガの程度

5/8 金 13:40 4年 休憩時間
特例預かり中，総合遊具から足を踏み外

し落下転倒した。
左肘骨折

8/31 月 10:00 2年 授業中
体育で総合遊具の学習をしている際，３

階から転落し頭部を打った。
右側側頭部骨折

9/23 水 16:00 4年 休憩時間
３段目の真ん中をくぐっている途中足を

滑らせて落下。

橈骨遠位端骨折

9/29手術予定

10/20 火 15:45 3年 休憩時間
２階から手を滑らせ落下，太ももを棒で

打った。
左大腿骨頸部骨折

10/26 月 15:30 2年 休憩時間
２階から３階に上がる途中で手と足が滑

り落下。バーで手・頭うつ

頭がい骨後頭部に

ひび

10/27 火 13:15 4年 休憩時間
総合遊具の滑り台から落下したので救急

搬送。
異常なし

10/30 金 11:00 1年 授業中
総合遊具から落下転倒し骨折しているよ

うなので救急搬送。
右肘の下脱臼

11/16 月 15:30 2年 休憩時間
すべり台の2m弱の高さから落下。横向け

に1回転して落下
異常なし

11/27 金 13:10 2年 休憩時間
休み時間終わりに急いで降りようとして

滑り棒の間から落下

頭部ＣＴ検査の結

果異常なし

12/1 火 15:30 2年 休憩時間 足を滑らせ3階から落下
骨折の疑いがある

ので固定

令和２年度　総合遊具からの転落事故について「総合遊具」の事故事例（Ｒ２年度）
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遊具での事故事例より

３階・・・

すべり台につながる踊り場
の手前・・・

１階まで吹き抜け・・・
この位置

災害は，いつ，どこで，起きるのか
また，どれだけの被害を及ぼすのか
予想することが難しい。
※特に地震は，突発的に発生！

学校生活におけるケガや事故につい
ても，いつ起きるのか，また，ケガの程
度についても予想できない。
※救急搬送は，突発的に発生！
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【文部科学省「第２次学校安全の推進に関する計画」】
⇒全国のどの学校においても組織的に学校安全に取り組む
ための体制を構築し，学校安全計画等の策定・検証を通
じた取組の改善を行うことや，質の高い学校安全の取組
を推進することが必要であることが明記されている。

【京都市の事業取組】
⇒市内全ての学校に設置している学校安全・地域安全の中
核となる教員（学校安全主任）を中心に，学校安全・地域
安全の取組を推進する。

⇒中学校区内の小・中学校が合同で行う訓練や研修会を通
じて，連携体制を構築するとともに，各校で作成している
「緊急時対応マニュアル」の検証・改善や，安全及び安全
教育の意識向上が図られるよう，実施計画を策定する。

 
 
 

中学校 
 
 
 

小学校 
 
 
 

 

      ※１６支部同様  
 （詳細は次項に記載） 
 
 
 
 
 

支部にて養徳小で参観 
したことを伝達する。 

各支部 
代表校 

事業のイメージ

 
２０１９年度：小８支部・中４支部 

  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

養徳小 
拠点校 

西京東 
支部 
代表校 

下京・ 
東山支部 
代表校 

中京支部 
代表校 

 
教 
育 
委 
員 
会 

南支部 
代表校 

西京西 
支部 
代表校 

北上支部 
代表校 

上京支部 
代表校 

 北下支部 
代表校 

 
２０２０年度：小８支部・中４支部 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

右京北 
支部 
代表校 

山科支部 
代表校 

 
教 
育 
委 
員 
会 

左京南 
支部 
代表校 

伏見西 
支部 
代表校 

伏見中 
支部 
代表校 

右京南 
支部 
代表校 

養徳小 
拠点校 

 伏見東 
支部 
代表校 

 左京北 
支部 
代表校 

 
２０１９年度：小８支部・中４支部 

  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

養徳小 
拠点校 

西京東 
支部 
代表校 

下京・ 
東山支部 
代表校 

中京支部 
代表校 

 
教 
育 
委 
員 
会 

南支部 
代表校 

西京西 
支部 
代表校 

北上支部 
代表校 

上京支部 
代表校 

 北下支部 
代表校 

 
２０２０年度：小８支部・中４支部 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

右京北 
支部 
代表校 

山科支部 
代表校 

 
教 
育 
委 
員 
会 

左京南 
支部 
代表校 

伏見西 
支部 
代表校 

伏見中 
支部 
代表校 

右京南 
支部 
代表校 

養徳小 
拠点校 

 伏見東 
支部 
代表校 

 左京北 
支部 
代表校 

拠点校（養徳小）を中心として，訓練のモデルを提示。

２年かけて小学校１６支部に発信。
１年ごとに８支部から支部代表校を選び取組を進める。

 
 
 

中学校 
 
 
 

小学校 
 
 
 

 

      ※１６支部同様  
 （詳細は次項に記載） 
 
 
 
 
 

支部にて養徳小で参観 
したことを伝達する。 

各支部 
代表校 

研修や参観を通して，各校での
「避難訓練」と「教職員の実地訓
練」に生かしていく。
※アンケートの実施（教職員）

京都市立１６１小学校で

緊急時に対応できるスキルを

レベルアップできるように！
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支部での伝達
 
 （例）伏見東支部  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小栗栖小 

醍醐 

石田 

 
教育委員会 

池田東  
 

北醍醐 

池田 

春日野 

小栗栖宮山 

醍醐西 

日野 醍醐 
中学校 

栗陵 
中学校 

小栗栖 
中学校 

春日丘 
中学校 

中学校区の安全

主任が集まり，今

後の安全に関する

連携を計画する。 

＜高野中学校ブロック（京都市セーフスクール指定）での活動例＞
・３校合同緊急時（事故，不審者，アレルギー等）対応実地訓練
・３校合同火災対応研修（消防署共同：消火栓・消火器類の使用について）
・安全教育の進め方の共有（授業参観含む） など

支部代表校

考えて行動する避難訓練

【内容】

避難経路の安全を教職
員が確認しながら連絡
を取り合って二次避難
につなげる避難訓練。

【ねらい】

状況を確認し，安全な
避難行動について判断
して行動する力を身につ
けるために。

公開訓練
（避難訓練）
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「教職員が迅速且つ
適切に動ける実地訓練」

【内容】

緊急時における役割を理解し，
適切且つ迅速な対応ができる
ようにする実地訓練。
※訓練後の研鑽をマニュアル
に反映する訓練

【ねらい】

緊急時に，実際に動けるよう
にするために。

公開訓練
（実地訓練）

各校での取組の様子

総合遊具
・すべり台が付いて
いる。
・地面の所が１階
・すべり台は３階か
らスタート。

AED
必要かどうか，判断に
迷った時は使用開始！

消防署との連携
専門的な知識を学ぶ。

胸骨圧迫
呼吸が無ければ，
すぐさま開始
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各校での取組の様子

本部の動き
・記録，保護者連絡，救急車要請が行われます。

ふり返り
ここでの意見交流がとても重要！⇓ ⇓ 訓練の様子を撮って見るのも効果的 ⇓⇓

体育館での訓練
とび箱の授業中の落下
事故を想定して。

食物アレルギー対応
アナフィラキシーを起こした
ことを想定して

・数年後，京都市内のどの学校・園でも「考えて

行動する避難訓練」と「教職員が迅速且つ適

切に動ける実地訓練」が，それぞれ工夫して

行われていること。

・中学校ブロックの合同研修などが行われる際

は，安全についての部会が設けられること。

めざしているもの

児童生徒の安心，安全な学校生活に向けて
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  【情報提供】 

 

「YOU＠RISK」を活用した 

豪雨防災教育プログラム   

 

国立研究開発法人 防災科学技術研究所 
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  【事務連絡】 

令和３年度事業について 

○学校安全教室推進事業 

○地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 

○学校安全総合支援事業 
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学 校 安 全 教 室 の 推 進 令和３年度予算額（案） 35百万円
(前年度予算額 35百万円）

○児童生徒等を取り巻く多様な危険を的確に捉え、児童生徒等の発達段階や学校段階、地域特性に応じた取組の推進が必要
○地域間・学校間・教職員間の差を解消し、全ての学校で質の高い学校安全の取組を推進できる指導力の確保が必要

教職員等の

安全教育に

おける指導

力 の 向 上

児童生徒等が

安全に関する
資質・能力
を身に付ける

児童生徒等の

死亡事故の
発生件数
の減少

児童生徒等の
障害や重度の
負傷を伴う

事故の減少

教職員等の

安 全 対 応

能力の向上

防犯教室
講習会

○登下校時の危険と対処方法に関する指導
○登下校の安全確保のポイント
○不審者侵入時の対応など、学校における防犯対策
○性犯罪を含む犯罪被害に遭わないための防犯指導 等

防災教室
講習会

○災害時の危険予測・回避能力等を育むための指導
○自然災害発生時の適切な判断と避難
○学校や地域の実情に応じた防災マニュアルの作成 等

交通安全教室
講習会

○被害者・加害者にならないための交通安全教育
○交通安全教室での効果的な指導方法
○自転車・二輪車等通学手段に応じた指導方法 等

心肺蘇生法実技講習会

○事後対応等の学校の危機管理の在り方に関すること
○第三者委員会などの検証組織の必要性・在り方に関すること 等

事故対応に関する講習会

学校安全教室の講師となる教職員等に対する指導法等の講習会を実施

事故等発生時の初期対応能力等向上のための講習会を実施

○防犯、防災、交通安全に関する注意事項をクイズ形式で学べるリーフレット
「たいせつないのちとあんぜん」を作成し、全国の新１年生全員に配布

○蘇生法訓練用人体模型（シミュレーター）を用いた実技講習 等

都道府県等における教職員等への研修の実施

安全教育の指導者の養成

小学校新１年生向けリーフレットの作成・配布

教職員等の安全対応能力の向上

＜リーフレット「たいせつないのちとあんぜん」＞

◎ 教職員のための学校安全e-ラーニングの活用

（都道府県・指定都市教育委員会対象委託事業)
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地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 令和3年度予算額(案) 338百万円
(前年度予算額 338百万円)

学校、通学路の安全確保に向け、昨今の児童生徒の尊い命を奪う交通事故・事件の発生も踏まえ、スクー
ルガード・リーダー増員による見守りの充実や、スクールガード等のボランティアの養成・資質向上を促進す
ることにより、警察や保護者、PTA等との連携の下で見守り体制の一層の強化を図る。

■実施主体：都道府県及び市町村 ■補助率：国庫補助率1/3、都道府県・市町村各1/3 ※市町村直接実施の場合2/3負担

○スクールガード・リーダーによる指導、見
守り活動に対する謝金、各学校を定期的に
巡回するための旅費等の補助

○学校等の巡回活動等を円滑にするためにス
クールガード・リーダーの連絡会等の開催
を支援、装備品の充実

○通学路で子供たちを見守るスクールガード
の防犯に対する知識、非常時の対応策等を
身に付けさせるための養成講習会を実施

○活動の参考となる資料を配布することによ
る見守りの質の向上

○「登下校防犯プラン」等に基づく、登下校
時のパトロールや地域の連携の場構築など
防犯活動への支援

○子供の見守り活動に係る帽子や腕章など
の消耗品費、ボランティア保険料の補助

「地域の連携の場」
の構築など地域全体
で見守る体制を強化

「地域の連携の場」
の構築など地域全体
で見守る体制を強化

国公私立学校

警察 地域住民
保護者
PTA

スクールガード・リーダーの
育成支援

スクールガード・リーダーに
対する活動支援

スクールガード（ボランティア）
の養成・資質向上

スクールガード増員による
見守りの強化及び活動に対する支援

○スクールガード・リーダーの資質を備えた
人材（警察官OB・教職員OB・防犯協会役員
等）に対する育成講習会の実施

地域ぐるみで子供の

安全を守る体制構築

スクールガード・リーダー育成
講習会、スクールガード養成講習会
の開催に係る経費を補助し、
見守りの人材確保と質の向上

スクールガード・リーダーが
スクールガードに対して、
見守り活動・警備上のポイントや

不審者対応等について指導・助言

スクールガード
(学校安全ボランティア)地域のつなぎ役地域のつなぎ役

スクールガード・
リーダー

防犯
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学校安全総合支援事業 令和３年度予算額（案） 209百万円
（前年度予算額 209百万円）

・学校安全に関し、地域間・学校間・教職員間の取組の差があるとともに、継続性が確保されていない現状がある。
・学校における働き方改革を受け、学校と地域の適切な役割分担を促進し、学校、家庭、地域及び関係機関が連携した、学校安全推進体制の構築を
図る必要がある。
・社会的環境の変化に伴う犯罪被害の多様化や気象災害の激甚化など、防犯・防災について一層の対応の必要性がある。

学校安全に関する課題

≪学校安全推進体制の構築≫
地域全体での学校安全推進体制の構築を図るため、セーフティプロモーションスクール（ＳＰＳ）※等の先進事例を参考とするなどして、学校安全の組織的取組と
外部専門家の活用を進めるとともに、各自治体内での国公立・私立を含む学校間の連携を促進する取組を支援する。

※学校・家庭・地域・関係機関が一体となって学校安全の取組を継続的に実践する学校

指導・助言
都道府県

教育委員会等

都道府県内の他地域

実践・知見の共有、取組の推進

市町村内の学校で連携した
取組の実施

・モデル地域の実践の共有と普及
・各学校の取組や連携促進等に係
る指導・助言等

市町村
教育委員会

モデル地域の取組
・カリキュラム・マネジメントの視点を
踏まえた安全教育の充実
・組織的取組による安全管理の充実
・PDCAサイクルに基づく検証・改善

等

外部専門家等に
よる助言等

各学校

【都道府県又は指定都市教育委員会対象委託事業】

都道府県全体としての
持続的な安全体制整備

教科等横断的な視点で
の学校安全計画の策定、
新たな安全教育の手法
開発

安全教育の充実

国立・私立各学校を含
めた学校安全について
協議する推進委員会・
実践委員会の実施

国立・私立学校の
連携強化

国立・私立学校の
連携強化

学校安全に関する有識
者（学識経験者等）と
の連携を図り、専門的
知見の活用の促進

専門的知見の活用

緊急地震速報受信機、
防犯カメラ、通学路安
全見守りシステム等の先
進技術を活用した安全
教育・安全管理の推進

先端技術を活用した
設備・備品の充実
先端技術を活用した
設備・備品の充実

中核教員の先進地視
察や研修会への積極的
な参加を促進

中核教員の資質向上

災害発生時の学校間
相互支援体制の構築を
推進

学校間連携の促進

・安全教育の質的向上に向けた参考資料の作成 新学習指導要領及び平成30年度に取りまとめた『「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育』に基づく安全教育の
実践事例を収集整理した参考資料の作成

・学校管理下における事故防止に向けた調査研究 学校事故の傾向や主な要因を分析し、学校事故防止に向けた効果的な対策等を検討

・安全教育の質的向上に向けた参考資料の作成 新学習指導要領及び平成30年度に取りまとめた『「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育』に基づく安全教育の
実践事例を収集整理した参考資料の作成

・学校管理下における事故防止に向けた調査研究 学校事故の傾向や主な要因を分析し、学校事故防止に向けた効果的な対策等を検討

学校安全の推進に関する調査研究
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【参考資料】 

① 文部科学省作成 風水害対策のパンフレット 

「台風等の風水害に対する学校施設の安全のために」 

② 防災教育に活用できる関係省庁作成資料等  

③ 学校安全に関する企業・団体等からの情報提供 
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【参考資料】 

② 防災教育に活用できる関係省庁作成資料等  
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●副教材・副読本（例）
•防災啓発ビデオ「急な大雨・雷・竜巻から身を守ろう！」

（学習指導案，児童用ワークシート等とセットで気象庁HPに公開）

•ワークショップ｢経験したことのない大雨 その時どうする？｣
（運営マニュアル，台本等，教材一式を気象庁HPで公開）

• 10分で防災（台風，大雨，地震・津波，火山）
（10分という短い時間で防災について考えてもらうコンテンツ）

気象庁

（６分） （12分）

●ポータルサイト
（多数の副教材・副読

本等を，対象年齢別，
現象別，形態別，作成
者別に整理し，検索機
能を付して気象庁HP
で公開）

●その他
各地の気象台では，各都道
府県や市町村の教育関係機
関等と連携し，教職員等へ
の積極的な普及啓発及び防
災教育に係る
教材等の作成
支援等を行っ
ています。

国土交通省
●冊子

「防災サバイバル手帳」
子供たちの防災意識の啓発。

●ポータルサイト
「チャレンジ！防災48」

子供たちの防災知識を身につけるための
指導者用の防災教材。

「防災・危機管理e-カレッジ」
様々なコンテンツの中から，習得したい防災の知識や
災害時の危機管理等を学習可能。

消防庁

●出前授業，防災教育支援窓口
・各整備局，事務所等において，防災に関する出前講座を
実施。国土交通省の防災教育の支援に関する窓口はこちら
↓※防災教育ポータルサイト内
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/pdf/madoguchi.
pdf

●防災教育ポータルサイト
・多忙な現場で，防災に関する学習について授業づくりを

支援するため，国土交通省の最新の取組内容や授業で使
用できる指導計画や板書計画等，教材例，防災教育の事
例を充実させています。是非ご活用ください。

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html
【コンテンツ】 【リンク】

【教材，手引きの掲載事例・紹介】

小学生向け動画「小学５年生理科
流れる水の働きと土地の変化」(R2.5)

「教員のための防災教育ブックレット
（風水害編）」(R2.5)

※日ごろから，災害時に見て
いただきたい情報についてリ
ンク先を揃えました。

防災教育で活用できる関係省庁作成資料等
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防災教育で活用できる関係省庁作成資料等

防災科学技術研究所

●出前授業

●副教材・資料

●ポータルサイト・webサイト
「防災科研クライシスレスポンスサイト（NIED-CRS）」

（防災科学技術研究所）

災害時に必要な情報をわかりやすく集約した地図を発信しています。
災害発生時にWebサイトが開設されるほか，過去に開設したNIED-
CRSの情報も掲載しています。

「地域防災Web 」 （防災科学技術研究所）
市区町村ごとの災害危険性評価の結果を見ることができます。
また，評価結果の類似する市区町村のランキングから，その
地域で取り組まれている防災教育等の実践事例を探すことができ
ます。さらに，利用登録（無料）することで学校区のより詳細な情報
を得ることもできます。

「災害年表マップ」 （防災科学技術研究所）
日本全国の過去の自然災害事例を，発生年ごとに市区町村
単位でWebの地図上に表示することができます。令和元（2019）年
12月31日時点の収録期間は416年～2018年で，約6万1000件が収
録されています。

「J-SHIS 地震ハザードステーション」 （防災科学技術研究所）
将来日本で発生する恐れのある地震による強い揺れを予測し，
予測結果を地図として表した，全国地震動予測地図を公開していま
す。

「J-THIS 津波ハザードステーション」 （防災科学技術研究所）

将来南海トラフ沿いで発生する恐れのある大地震に伴う沿岸の
津波の高さを予測し，地図として表したものを公開しています。

「Ｅ－ディフェンス 加振実験映像」 （防災科学技術研究所）
Ｅ－ディフェンス（実大三次元震動破壊実験施設）で行われた実物
大の様々な建物や地盤などの振動台実験の概要と代表的な実験
映像が公開されています。

「防災科研動画素材集（気象編）」 （防災科学技術研究所）
雨粒実験や竜巻実験など，気象と防災に関わる動画素材を無料で
提供しています。学校の授業（理科，防災）や市民講座などで
自由にご利用いただけます。

「講師派遣」（防災科学技術研究所）
地方公共団体や行政機関，教育機関等からの依頼により，
Dr.ナダレンジャーの自然災害科学実験教室をはじめとする
国民の防災意識の向上を図るための講演活動を行っていま
す。

「防災基礎講座」 （防災科学技術研究所）
自然災害および防災の基礎知識に関する一般向けの
学習資料です。

「そのときに備えて」 （防災科学技術研究所）
地震 台風・大雨 大雪 火山噴火について災害への備えや
発生時の心得，防災科研の取組について，イラストを交えて
解説したデジタルブックです。

「あなたのまちの直下型地震」 （防災科学技術研究所）
地震の震源地や規模，地震の発生する季節や時間帯を設定し
て想定される震度や被害状況，ライフラインの復旧状況などを
シミュレーションするアプリです。

防災科学技術研究所

●学習教材
「防災まちづくり・くにづくり」を考える
「まち」「くに」づくりという視点から
防災について学ぶ学習教材
防災施設・設備の学習をとおして自助・
共助・公助のそれぞれの必要性に気づく
ことができる教材となっている。

内閣官房
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【参考資料】 

③ 学校安全に関する企業・団体等からの情報提供 
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作成：大塚製薬株式会社 ＮＣ事業部

令和3年度 主な活動計画

大塚製薬の教育委員会様との取組み
～令和2年度 熱中症啓発活動～

熱中症対策
アドバイザー養成

深部体温の啓発活動

《活動ベース》

全国47都道府県、276市区町村との協定締結

全国60教育委員会
2,745名が資格認定

深部体温の説明と

身体冷却の重要性の訴求

熱中症対策アドバイザー
養成講座

主対象：高校養護教諭

高校養護教諭からの
授業展開

高校生用
熱中症対策教材の提供

本件の問合せ先：大塚製薬(株) ニュートラシューティカルズ事業部ソーシャルヘルス・リレーション部 保土田純 hotodaj@otsuka.jp 03-6361-7304

※画像はイメージです ※画像はイメージですオンデマンド講座対応

校内での予防教育
支援

養護教諭・保健委員による

啓発活動をサポート

※画像はイメージです

令和2年12月末現在
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担当：渡邉 

防災ずきんの約5倍の高い衝撃緩衝力 
120gと軽量！装着が簡単で頭に安心フィット！ 

炎から頭を守る難燃加工済。カバーは6色をご用意 

学校のロッカーや防災ずきんカバーに収納可能 

 災害備蓄用の防災用品を提供しております。 
 生徒の頭とカラダの安全確保。21世紀の防災アイテムです。 

日常は正しい姿勢を習慣づける「クッション機能」 

災害時は水害に備える「浮力補助ベスト」と 
地震の時に頭を守る「防災キャップ」に！ 

でるキャップ コンパクトタイプ 
（１枚入） 

でるキャップ レギュラータイプ 
（10枚入） 

小学校（高学年）～中高生、先生用はこちら 
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私たちはこのような会社です

取り組み内容のご紹介

学校を含むさまざまな建物内で予期せぬ火災に巻き込まれた人の目線に立ち、心理的な葛藤の中で避難行動に移
すタイミングを自ら意思決定し、限られた時間の中で如何に安全な場所まで避難できるのかを仮想
体験（失敗体験）できるVRコンテンツの作成にチャレンジしています。

ご協力のお願い（お問合せ先）

今後、コンテンツプロトタイプの作成・
実証実験を進めていく中で、ご協力
いただける方を募集しております。

ご興味・ご関心がございましたら、以
下の担当者までご連絡いただきたく、
よろしくお願い申し上げます。

能美防災株式会社
人事部兼人材開発室

佐々木 聰文
（ささき あきふみ）

TEL： 03-3265-0215
メール： a_sasaki@nohmi.co.jp 
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お問い合わせ　info@bosai-diorama.or.jp
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緊急時、警察等関係機関から問い合わせがあった際には防犯カメラ映像やICタグの情報を無償提供致します。

⽉額 400円 ☛ご契約者にICタグを貸与
☛登下校(校⾨通過時刻)をメール受信※税別

●同封のコンビニ⽀払⽤紙にてお⽀払い（⼀括）
●クレジットカードにてお⽀払い（⼀括or分割）
※お⼿続きをご希望の場合は、フリーダイヤルまでご連絡ください。
※分割⽀払いの場合は毎⽉⼿数料（30円）がかかります。

お⽀払い
⽅法

・⼦どもの事件・事故が多くその対策はないかしら︖
・帰りが遅いけど、どこかで寄り道してないかしら︖
・低学年なので登下校がとにかく⼼配だわ。学童にも通っているし。

⼦供が
⼼配

利⽤料⾦

TEL:03-3731-3578 FAX:03-6265-1548

■児童⾒守り安⼼システムはランドセルにICタグをつけ、校⾨通過情報をリアルタイムに学校側で記録、保護者に通知するシステムです。

登下校通知
を希望する
保護者は
⽉額400円

※税別
利⽤料がかかります

ICタグを
無料で貸与
紛失した場合2,000円

のご負担となります

⼀般社団法⼈ ⾒守り整備促進協会
ICタグで児童⾒守り活動

⼀般社団法⼈ ⾒守り整備促進協会
〒144-0052 
東京都⼤⽥区蒲⽥5丁⽬296  Kamata INA Building 3F

事務局⻑ 城⼾ 将輝(きど まさてる)
Mobile︓090-7380-7575  Mail:kido@ompa.or.jp

学校への
システム設備
導⼊費⽤は
無料設置

パソコンで
登下校の
時刻記録

⼩学校の導⼊事例

職員室

おかげさまで
全国の⼩学校
700校

で導⼊されています
児童⾒守り安全システムは、CSR活動の⼀環として協賛企業による出資や寄附⾦、または⾏政予算によって提供されています。

“登下校防犯プラン”に最適な児童⾒守り安⼼システムがあります︕
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② 対象：小学生（中・高学年）～中学生

１．安全教育授業プログラムの教材 配布

③ ドラマに出てくる 6つの事故事例
１）階段で転落 2) ヒートショック 3）グリルの出火 ４）トイレに潜むキケン

① すぐに授業で使える 教材4点セット！

指導手引スライドDVD ワークシート

ドラマを視聴しながら、家の中にもキケンがあることを知るとともに、未然防止の方法
について児童が主体的に考える教材です。

低温やけど、発火と
トラッキングの3種類

家庭科/社会科/総合的な学習の時間

無償

◆株式会社LIXILの学校向け安全教育への取組み

ドラマの主人公 アイちゃん

２．「LIXIL社員による安全出前授業 」の実施無償
全国の小・中学校で実施。 実績：（2015～19年度）のべ169回 5,103名受講

※本件問合せ先 ：LIXIL「安全授業係」（担当：池田） Email : anzen2015p@lixil.com ‐86‐
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